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は  し  が  き 

 
地方公営企業は，上・下水道，病院，ガスなど住民生活に身近な社会資本を整備し，   

住民の日常生活に必要不可欠なサービスを提供しています。本県においても，市町村及び

一部事務組合が経営する公営企業は，平成 22年度末現在で 185 事業あり，その支出決算

規模は普通会計の歳出総額の約２割に相当する約4,400億円となっており，地方行政の中

で極めて大きな役割を果たしています。またその一方で，住民ニーズの質の高まりや多様

化，社会経済情勢の変化等により，地方公営企業を取り巻く環境は大きな質的変化が生じ

ています。 

地方公営企業が，将来にわたりその本来の目的である公共の福祉を増進していくために

は，このような厳しい環境の変化に対応するために，各企業において，改めて経営の総点

検を行うとともに、サービスの内容が住民ニーズや社会経済情勢に対応したものとなって

いるか等の観点から，サービス供給のあり方の再検討を行う必要があります。 

また，公営企業の経営は中長期的視点に立って計画的に行っていくことが極めて重要で

あり，国からも各公営企業において「経営計画」を策定の上，経営を行うよう通知されて

います。 

このような状況の中，特に厳しい経営環境にある病院事業においては，地域において必

要な医療を安定的かつ継続的に提供できるよう「公立病院改革ガイドライン」の趣旨を踏

まえ，「公立病院改革プラン」を策定し，経営の効率化などの経営改革に取り組んでいる

ところです。 

本書は，「平成 22 年度地方公営企業決算状況調査」等の結果をもとに，地方公営企業  

決算の概況及びその分析並びに各種統計資料を取りまとめたものです。各事業体に   

おいては，経営状況の自己分析を行うための参考資料として活用していただき，公営  

企業の抜本的改革の推進や一層の経営の健全化に集中的に取り組んでいただくよう  

お願い申し上げます。 

 

平成24年 3月 

 

                        千葉県総務部市町村課長 飛山 利夫 



凡      例 
 

１．調査内容等 

 本書は，県下市町村（一部事務組合を含む）の経営する公営企業（地方公営企業法適用事業及び同法非

適用事業）について，地方自治法第 252 条の 17 の５により行われた「平成 22 年度地方公営企業決算状況調

査」の結果等に基づき作成した。 

なお，当該調査については，従前は公営企業会計として特別会計を設置していたが，公営企業会計を廃止

し，一般会計等において精算及び地方債の償還を行っている場合においては，当該事業に係る公営企業会計

が設けられているものと想定し，調査対象（以下，「想定企業会計」という。）としている。 

 

２．経営分析 

 以下，特に断る場合以外は，地方公営企業法（以下，単に「法」と略称）適用事業についてのものである。

なお，各項目の数値は，表示単位未満を四捨五入している。したがって，その内訳を合計した数値は合計欄

の数値と一致しない場合がある。また，各種比率は把握可能な最小単位の数値で計算した結果となっている

が，「指数」については，表示単位で求めた結果となっている。 

 (1) 各事業共通分 

総収益 ＝ 営（医）業収益 ＋ 営（医）業外収益 ＋ 特別利益 

総費用 ＝ 営（医）業費用 ＋ 営（医）業外費用 ＋ 特別損失 

経常収益 ＝ 営（医）業収益 ＋ 営（医）業外収益 

経常費用 ＝ 営（医）業費用 ＋ 営（医）業外費用 

経常利益（経常損失） ＝ 経常収益 － 経常費用 

資本費 ＝ 支払利息 ＋ 減価償却費（法非適の場合は企業債償還元金） ＋ 受水費中の資本費 

余裕資金（不良債務） ＝ 流動資産 － 翌年度繰越財源 － 流動負債 

当年度繰入金合計 ＝ 他会計からの負担金，補助金，出資金の合計額 

支出決算規模〔消費税込み〕（法適） ＝ 総費用 － 減価償却費 ＋ 資本的支出 

支出決算規模〔消費税込み〕（法非適） ＝ 総費用 ＋ 資本的支出 ＋ 積立金 ＋ 繰上充用金 

累積欠損金 ＝ 前年度繰越欠損金（又は繰越利益剰余金） ＋ 当年度純損失（又は当年度純利益） 

職員１人当り営業収益 ＝ 
年度末損益勘定職員数

受託工事収益－営業収益　   

費用構成比率（％） ＝ 
費用合計

各費用項目  × １００ 

費用合計 ＝ 経常費用 － （受託工事費 ＋ 材料及び不用品売却原価 ＋ 附帯事業費） 

自己資本構成比率（％） ＝ 
負債・資本合計

自己資本金＋剰余金  × １００ 



流動比率（％） ＝ 
流動負債

流動資産  × １００ 

経常収支比率（％） ＝ 
経常費用

経常収益  × １００ 

営業収支比率（％） ＝ 
用営業費用－受託工事費

益営業収益－受託工事収  × １００ 

累積欠損金比率（％） ＝ 
益営業収益－受託工事収

累積欠損金  × １００ 

不良債務比率（％） ＝ 
益営業収益－受託工事収

－翌年度繰越財源）流動負債－（流動資産  × １００ 

料金収入に対する比率（医業収益）＝ 
料金収入（医業収益）

各項目  × １００ 

収益的収支比率（％）（法非適） ＝ 
総費用＋地方債償還金

総収益  × １００ 

赤字比率（％）（法非適） ＝ 
益営業収益－受託工事収

実質赤字  × １００ 

資金不足比率（％） ＝ 
事業の規模

資金の不足額  × １００ 

 

 (2) 水道事業分 

有収率（％） ＝ 
年間総配水量

年間総有収水量  × １００ 

給水量１万ｍ3／１日当り損益勘定職員数 ＝ 
１日平均有収水量

損益勘定職員数  × １０，０００ 

施設利用率（％） ＝ 
１日配水能力

１日平均配水量  × １００ 

最大稼動率（％） ＝ 
１日配水能力

１日最大配水量  × １００ 

負荷率（％） ＝ 
１日最大配水量

１日平均配水量  × １００ 

配水管使用効率（ｍ3／ｍ） ＝ 
導送配水管延長

年間総配水量  

固定資産使用効率（ｍ3／万円） ＝ 
）有形固定資産額（万円

年間総配水量  

 



職員１人当り給水人口等 ＝ 

年度末損益勘定職員数

－受託工事収益），営業収益（千円）年間総有収水量（ｍ現在給水人口（人）， 3  

１ｍ3あたり供給単価（円，銭） ＝ 
年間総有収水量

給水収益  

１ｍ3あたり給水原価（円，銭） ＝ 

年間総有収水量

却原価＋附帯事業費）費＋材料及び不用品売経常費用－（受託工事  

 (3) ガス事業分 

導管使用効率（ｍ3／ｍ） ＝ 
導管延長

販売量    ※販売量は標準熱量 1,000ＭＪ／ｍ3換算 

固定資産使用効率（ｍ3／万円） ＝ 
有形固定資産

販売量   

販売量１ｍ3当り供給単価（円，銭） ＝ 
販売量

料金収入  

販売量１ｍ3当り供給原価（円，銭） ＝

販売量

却原価＋附帯事業費）費＋材料及び不用品売経常費用－（受託工事  

職員１人当り供給戸数等（戸，ｍ3，千円） ＝ 
年度末損益勘定職員数

事収益量，営業収益－受託工年度末供給戸数，販売  

 (4) 病院事業分 

病床利用率（％） ＝ 
年延病床数

年延入院患者数  × １００ 

稼動病床利用率（％） ＝ 
年延稼動病床数

年延入院患者数  × １００ 

１日平均患者数（人）入院 ＝ 
入院診療日数

年延入院患者数     外来 ＝ 
外来診療日数

年延外来患者数  

外来入院患者比率（％） ＝ 
年延入院患者数

年延外来患者数  × １００ 

職員１人当り診療収入（千円） ＝ 
年度末損益勘定職員数

入院・外来収益  

医師１人１日当り患者数（人），診療収入（千円） ＝ 

年延医師数

来収益外来患者数，入院・外年延入院患者数，年延  



患者１人１日当り診療収入（円）入院収入 ＝ 
年延入院患者数

入院収益    外来収入＝ 
年延外来患者数

外来収益  

総患者１人１日当り収益，費用等（円） ＝ 

外来患者数年延入院患者数＋年延

与費，薬品費，純利益薬品収入，総費用，給総収益（除繰入金），  

入院患者１人１日当り給食材料費（円） ＝ 
年延入院患者数

入院患者給食材料費  

稼動病床１床１日当り収益，費用（円） ＝ 
症病床除く）年延稼動病床数（感染

医業収益，医業費用   

病床 100 床当り職員数（人） ＝ 
病床除く）年度末病床数（感染症

年度末各種職員数  × １００ 

薬品使用効率（％） ＝ 
薬品払出原価

薬品収入  × １００ 

 (5) 公共下水道事業分 

使用料単価（円，銭） ＝ 
有収水量

料金収入  

汚水処理原価（円，銭） ＝
有収水量

汚水処理費  

実質負担率（％） ＝ 
総事業費－特定財源

受益者負担金実収入額  × １００ 

晴天時最大稼働率（％） ＝ 
現在晴天時処理能力

量現在晴天時最大処理水  × １００ 

雨天時最大稼働率（％） ＝ 
現在雨天時処理能力

量現在雨天時最大処理水  × １００ 

終末処理場施設利用率（％） ＝ 
現在晴天時処理能力

量現在晴天時平均処理水  × １００ 

職員１人当りの汚水処理水量（千ｍ3） ＝ 
損益勘定職員数

年間汚水処理水量  

１日汚水１万ｍ3処理当り職員数 ＝  
１日平均汚水処理水量

損益勘定職員数  × １０，０００ 
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